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I. はじめに
わが国では1990年代後半以降、社会福祉の大規模な制度改革が実施されてき
ている。 1998年6月には「社会福祉某礎構造改革について」（中間まとめ）が、
同年12月には「社会福祉基礎構造改革を進めるにあたって」（追加意見）が、
中央社会福祉審議会から出されている。また、 2000年6月には、社会福祉事業
法が改正されて社会福祉法となり、同時に、身体障害者福祉法、知的障害者福
祉法、児童福祉法などの福祉関連法が一部改正された。そして、この社会福祉
基礎構造改革は、社会福祉援助活動にも大きな影響を与えると思われる。本稿
では、社会福祉基礎構遥改革と障害者ソーシャルワークとの関連性を見ていく。
特に、身体障害者や知的障害者の支援が、この改革に伴ってどのような変革を
求められているのか、障害者福祉の分野で活躍するソーシャルワーカーが、ど
のような役割を果たすべきなのか等について考察する。
Il. 社会福祉基礎構造改革の理念と、新しい障害者福祉の制度・サービス
今回の基礎構造改革は、「昭和26年の社会福祉事業法制定以来大きな改正の
行われていない社会福祉事業、社会福祉法人、措置制度など社会福祉の共通甚
盤制度について、今後増大• 多様化が見込まれる国民の福祉への要求に対応す
るため、見直しを行う」ことを狙いとしている（厚生省「社会福祉の増進のた
めの社会福祉事業法等の一部を改正する等の法律の概要」 2000年6月）。また、
「介護保険制度の円滑な実施や成年後見制度の補充、地方分権の推進、社会福
祉法人による不祥事の防止などに資する」ものともされている（同上）。戦後
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スタートした社会福祉事業法に基づく社会福祉のあり方が、現代の社会情勢や
国民生活の実態に合わなくなったために、社会福祉の構造自体を大きく変えよ
うとする動きである。従来は、保護・救済・指導・処遇という観点から福祉制
度が組み立てられていたが、この改革により、自助努力だけでは自立した生活
ができなくなった場合に、個人が尊厳を保ちながら、家庭や地域でその人らし
い自立した生活が送れるよう支援することを目指していくわけである。まずこ
の改革の趣旨を十分理解することが重要である。
さらに、改革の理念は、次の 7つにまとめられている（「社会福祉基礎構造
改革について」（中間まとめ））。
① 対等な関係の確立
② 地域での総合的な支援
③ 多様な主体の参入促進
④ 質と効率性の向上
⑤ 透明性の確保
⑥ 公平かつ公正な負担
⑦ 福祉の文化の創造
それでは、この改革が障害者福祉の制度にどのような変化をもたらすのであ
ろうか。身体障害者や知的障害者の福祉に関係してくる、制度改正の主な点を
整理すると以下のようになる。
① 措置制度から利用制度への移行
② 利用者保護のための地域福祉権利擁護制度（福祉サービス利用援助事業）
③ 利用者保護のための苦情解決の仕組み
④ 事業者によるサービスの質の自己評価
⑤ 事業運営の透明性の確保
⑥ 社会福祉事業の拡充（身体障害者・知的障害者・障害児相談支援事業、
身体障害者生活訓練等事業、手話通訳事業、盲導犬訓練施設、知的障害者
デイサービス事業、知的障害者デイサービスセンターの法定事業としての
追加）
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⑦ 社会福祉法人の設立要件の緩和
⑧ 社会福祉法人の運営の弾力化
⑨ 市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉支援計画
⑩ 知的障害者福祉等に関する事務の市町村への委譲
⑪ 社会福祉協議会、共同募金、民生委員・児童委員の活性化
皿新しい社会福祉の枠組みと障害者ソーシャルワークの関連性
以上のような改革に伴い、身体障害者や知的障害者の支援に携わるソーシャ
ルワーカーの仕事内容がどのように変わっていくのであろうか。また、支援の
あり方はどのように変化することを求められているのであろうか。ソーシャル
ワーカーはどのような役割を果たしていくべきなのか。
(1) 利用者の立場に立って
利用者の立場に立った社会福祉制度として、措置制度から利用制度への移行
が改革の大きな柱のひとつである。行政が行政処分によりサービス内容を決定
する方法に代わって、利用者が事業者と対等な関係に基づいてサービスを選択
できるようにするものである。従来、社会福祉施設のソーシャルワーカーは、
行政から措置されてくる利用者に対して、一定の枠の中で施設サービスを提供
していればよかったが、今後は、利用者に対して、施設サービスに関する情報
を提供した上で、施設利用に関して利用者と合意する必要が出てくる。すなわ
ち、施設のサービス内容や運営方針などについて正確かつ分かりやすく説明し、
利用者がその施設を利用するかどうかを決定するための支援を行わなければな
らない。また、利用者と事業者とが対等な関係において契約を結ぶわけである
から、当然、利用者が施設側に対して気兼ねや遠慮といった心理的な負担を感
じることなく、質問や要望が出せるような関係づくり・雰囲気づくりが求めら
れる。「障害者」というレッテルを貼って威圧的・差別的、あるいは保護的な
態度で接するのではなく、まず人間として、対等な大人として向き合い、相手
を尊重する姿勢が重要となる。すなわち、パターナリスティックなアプローチ
ではなく、エンパワメントを志向するアプローチが鍵となるわけである。一方
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で、障害を持つ人の中には、情報を理解するに際して配慮の必要な人も多い。
墨字や漢字混じりの文章が読めない、日常あまり使用しない抽象的な言葉や専
門的な用語の理解が難しいなどの事情があれば、その点についてのサポートも
不可欠である。対等な関係とは通常のコミュニケーションをそのまま使用する
という意味ではなく、利用者側が理解できる形で情報提供をしていく工夫が必
要である。利用者が理解できないとすれば、それはワーカー側のコミュニケー
ション・スキルの問題であり、利用者が理解できるような情報提供ができてこ
そ、プロのワーカーであると言える。
また、具体的な支援活動に当たって、明確な支援計画を策定していくことが
求められる。北野は、利用者の権利擁護とサービスの質に関するシステムとし
て、北米の IPP(Individual Program Plan)を紹介している（北野 1999 
年）。本人が自立生活支援計画の作成からモニタリングまでの全プログラムの
中心として、本人のできることに焦点を当てて、本人自立生活支援計画に基づ
いたサービス提供が実施されることが重要であると述べている。わが国では今
後利用制度に移行しても、このような真の意味での本人中心の支援は難しいで
あろうが、できる限り本人の生活目標を基本に置いた支援計画を作り、その計
画に従って支援を展開することが望まれる。
次に、利用制度に伴って、利用者を保護する仕組みも必要とされている。痴
呆•知的障害・精神障害を持つ人など、自己決定能力の不十分な利用者が福祉
サービスを適切に利用できるよう支援する地域福祉権利擁護制度（社会福祉法
では「福祉サービス利用援助事業」として第 2種社会福祉事業に位置づけ）が
すでに始まっている。市区町村社会福祉協議会が、利用者や家族からの相談に
応じて福祉サービスの利用に関しで情報提供•助言•手続きの代行を行ったり、
日常的な金銭管理を代行したりするものである。また、都道府県社会福祉協議
会は、この市区町村社会福祉協議会の業務を監督・支援し、その業務について
の利用者側からの苦情に対応することとなっている。この事業に関しては社会
福祉協議会のワーカーが直接携わることになるが、施設サービスや在宅サービ
スを提供しているワーカーも、側面から利用者を支援することが期待される。
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例えば、施設サービスや在宅サービスを利用している利用者や家族が、日常金
銭管理に困難を感じている場合など、その利用者や家族に関わっているワーカー
が、この事業についで情報提供し、事業へつなぐことが考えられる。これまで
は、このような場合、施設で金銭管理を代行するという方法を取ることが多かっ
た。しかし、このような制度（社会資源）が整備された今日、ワーカーがなす
べきことは、この制度へつなぐというコーディネート作業である。施設が利用
者を抱え込んで自己完結的にすべてのサービスを提供する時代は終わり、施設
が地域の社会資源の活用を促進・支援する役割を担っていくことになる。
もうひとつの利用者保護として、苦情解決の仕組みがある。施設が第三者を
加えた苦情解決の仕組みを整備し、利用者の苦情や意見に対して、話し合いを
通じてその解決を図るというものである。施設のワーカーは当然この苦情解決
の仕組みに直接関わると思われるが、この仕組みが適切に機能していくために
は、利用者が意見を言いやすい環境を整備しておくことが重要であり、ワーカー
がその役割を担っていると言える。苦情解決の仕組みの存在やその利用の仕方
等について、日頃から利用者に対して分かりやすく説明し、掲示板など、常に
目にとまるところに情報を提示しておく必要がある。また、苦情や意見が出た
場合に、迅速かつ誠実に対応することが必要である。「苦情を言っても、結局
何も変わらない」と利用者が感じてしまうと、この仕組みの意義はなくなって
しまう。利用者の発言を促し、尊董することは、利用者のエンパワメントとい
う視点からも、非常に重要である。
(2) サービスの質の向上
福祉サービスの質を維持・向上させるためには、まず、ワーカーが援助に必
要な専門性（倫理・知識•技術）を身につけ、それを高めていく努力を続けな
ければならない。社会福祉士制度ができて15年が経過したが、近年は、現場経
験を持つワーカーが資格取得するというより、福祉系大学などの養成施設を卒
業と同時に資格取得する人の割合が高くなってきているようである。すなわち、
ワーカーとして何の経験も実績もない人を、資格を持っているというだけで専
門職として社会的に認めてしまっているということである。ソーシャルワーク
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という、極めて実践的な領域において、この傾向は大変憂慮すべきことではな
いだろうか。経験さえあればよい援助ができるというわけでも、資格さえあれ
ば一人前というわけでもない。体系的な学習とそれに伴う資格、そして経験と
熟練が、車の両輪のように働いてこそ、質の高いサービス提供ができるはずで
ある。ひとりひとりのワーカーが、自らの援助の質を高めるために、日々の援
助を謙虚に振り返って自己評価し、自己研鑽しつづけることが強く求められる。
また、障害の特性を十分理解した上で、その特性に応じた支援活動を実施しな
ければならない。例えば、自閉的傾向のある人や、いわゆる強度行動障害のあ
る人に対しての支援に関して、ワーカーは「難しい人たち」という一言で片づ
け、支援内容の向上・充実のためのワーカー側の学びや工夫が疎かにされてき
た感がある。上司や先輩のやってきていることを見様見真似で繰り返し、支援
方法について専門的に研究するという努力が足りないように思われる。社会福
祉援助技術のみならず、心理学・精神医学・教育学などの周辺の専門領域にも
その対象を広げて、積極的に学ぶ姿勢が重要である。
同時に、事業者の自己評価も課題の一つである。自らのサービスを客観的に
評価することは容易ではないが、その努力はするべきである。一般的なサービ
ス評価基準を適用し、また施設・事業所独自の評価基準も盛り込んで、定期的
な評価を繰り返すことで、サービスの内容も改善されていく。ワーカーは、評
価基準の設定や評価に携わることが多いと思われるが、ワーカーがどれだけこ
の作業に積極的に取り組むかが、自己評価の効果を左右する。自己評価を、サー
ビス向上の手段として前向きにとらえることが大切であろう。
サービスの質の向上を保障するために、事業運営の透明性を確保することが
挙げられている。利用者がサービスを選択する際には、サービスの内容等につ
いての正確な情報がその判断基準となるはずである。事業者には、事業運営の
状態や、サービスの内容とその効果について、利用者がいつでも知ることがで
きる状態にしておく責任がある。事菓計画や事業報告、予算や決算などの財務
諸表、といった資料が、いつでも分かりやすく提示できるよう整備することが
求められる。そしてワーカーは、それらの情報を利用者に伝逹する役割を担う。
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利用者からの質問に誠意を持って明確に答え、時には経営者に対して利用者の
疑問を伝えることで、ワーカーは、利用者と経営者の橋渡し的な存在として、
利用者を代弁する機能を果たさなければならない。その際には、前述のように、
ひとりひとりの利用者の障害の特性を考慮に入れたコミュニケーションのエ夫
が欠かせない。
さらに、日々の援助に関する情報を開示することもこれからのソーシャルワー
クには求められてくる。すでに医療の現場では、患者や家族に対してカルテを
開示するという動きが出てきている。福祉の現場においても、サービス計画や
ケース記録など、従来ワーカーが作成し、ワーカーだけが見ることを許されて
きた記録類が、利用者・家族と共有されることになる。ワーカーが自らの援助
活動に責任を持ち、利用者や家族に対して説明できることが、そもそも専門職
のあるべき姿であるとすれば、記録の開示も当然、積極的に進められてよい。
また、利用者主体のエンパワメントを志向する利用者支援においては、利用者
の意向を中心に目標設定・支援計画策定・支援活動の評価が実施される。であ
るとすれば、さまざまな記録類も、すでに利用者と共有されていると考える方
が自然である。記録類の開示に抵抗があるということは、つまり、利用者抜き
で、ワーカー主導で支援を進めていることに他ならない。現実的には、すべて
の記録をそのまま利用者・家族に提示できない場合もあるかもしれないが、そ
れはあくまで正当な理由が存在する、例外的なケースであって、基本はやはり
開示であろう。ワーカーの意識変革が緊急課題である。
(3) 社会福祉事業の充実・活性化
社会福祉に対するニーズが多様化する中、社会福祉事業の充実・活性化が図
られることになっている。先に挙げた福祉サービス利用援助事業を始め、身体
障害者相談支援事業、知的障害者相談支援事業、障害児相談支援事業、身体障
害者生活訓練等事業、手話通訳事業、盲導犬訓練施設、知的障害者デイサービ
ス事業、知的障害者デイサービスセンターの 9事業が、今回の法改正で新たに
社会福祉事業として法定化された。これに伴ってソーシャルワーカーの新たな
活躍の場が増え、新しい役割を担っていくことが予想される。例えば、これま
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でも施設のソーシャルワーカーは、施設における介護• 日常生活支援・訓練・
就労支援などのサービスに付随して相談活動を展開してきた。いわゆるレジデ
ンシャル・ソーシャル・ワークと呼ばれるものである。しかし、この新事業の
内容から分かるように、相談支援事業そのものが重要視されてきている。障害
を持つ人たちが、さまざまなニーズを満たしながら地域生活を営んでいくため
には、広範囲にまたがるサービスの提供と、インフォーマルサポートも含めた
ネットワークづくりが欠かせない。いわゆるケアマネジメントやコミュニティ・
ソーシャル・ワークが求められている。施設内でのケースワークやグループ・
ワークという手法だけではなく、地域社会という土俵で広い視野を持ち、他職
種や地域住民と手を組んで、多様な手法を必要に応じて使いこなせるジェネラ
リストでなければならない。また、障害を持つ人のケアマネジメントに際して
は、障害当事者によるセルフ・ケアマネジメントが目標となる。ワーカーは、
可能な限り、利用者のケアマネジメントを代行する形から、利用者が自分が必
要とする諸サービスを、自分で探しコーディネートできる形へと移行していく
よう、側面的な支援に切り替えていくことが重要である。
また、法人設立用件の緩和に伴い、障害者通所授産施設の規模要件が、 20 
人以上から10人以上に引き下げられ、小規模通所授産施設やホームヘルプ事菓
を実施する社会福祉法人の設立資産要件も、 1億円から 1千万円に変更された。
その結果、小規模な施設が増えていくことが期待されている。施設の規模が小
さければ、それだけひとりひとりのワーカーが施設運営に関わる度合いも高ま
るであろう。目の前の利用者に対する日々の支援だけを見ているのではなく、
利用者支援を施設運営と関連づけてとらえる視点が大切となる。あるいは、そ
のような小規模な施設の立ち上げに参画するワーカーも出てくるであろう。利
用者・家族・コミュニティのニーズと資源を見極め、彼らの力を引き出すよう
な支援活動、すなわち利用者・家族・コミュニティのエンパワメントが実践で
きるワーカーが必要とされる。そして、ミクロの視点と、メゾの視点、ひいて
はマクロの視点を持ったワーカーにならなければならない。
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(4) 地域福祉の推進
地域福祉の推進の一環として、市町村地域福祉計画や都道府県地域福祉支援
計画の策定が位置づけられている。ワーカーがこれらの地域福祉計画の策定に
直接関与することはむしろ例外的であろうが、障害者やその家族の地域生活を
支援するということを目標とするならば、ワーカーが地域福祉計画に無関心で
いるわけにはいかない。当該地域の福祉行政の構想と実態を知り、その特徴を
活用した地域生活支援活動が展開できる力を培っていかなければならない。ま
た、その問題点や課題に目を向け、地域の福祉行政に積極的に働きかけて改善
を求める実践、すなわちソーシャル・アクションができることが望ましい。
また、知的障害者幅祉事務および障害児福祉事務の一部が市町村へ委譲され
ることとなった。ワーカーの仕事もより地域密着のものとなることが考えられ
る。市町村行政のワーカーと、施設や事業所のワーカーが適切に連携していく
ことで、迅速かつ適切なサービス提供が可能となる。
さらに、社会福祉協議会、共同募金、民生児童委員の活性化を図るためのさ
まざまな措置が取られている。地域住民に身近な市区町村社会福祉協議会を中
心的な地域福祉推進の担い手としてとらえ、都道府県社会福祉協議会は、社会
福祉従事者の養成研修、社会福祉事業の経営指導を行うものと規定された。従
来、県内配分を原則としていた共同募金に関しては、大規模災害に対応した広
域配分が可能になり、配分の透明性を確保するべく配分委員会が設置されるな
ど、より地域のニーズにあった、真に公正な配分を目指している。また、民生
児童委員の識務が、住民の立場に立った相談援助を担うこととして明確化され
た。これらはすべて、より地域に密着し、地域のニーズに応えることのできる、
そして地域住民の主体性を尊重した地域福祉の推進を視野に入れたものである。
これらの地域社会資源が活発に機能し、有効に活用されるためには、ワーカー
がそれらをつなぐ働きをしていかなければならない。ワーカーが地域の中で、
「活動する姿が住民に見える」ことが大切である。施設に働くワーカーであっ
ても、在宅サービス事業者で仕事をするワーカーであっても、自分たちが地域
の社会資源のひとつであり、また他の社会資源と手をつなぐことで、地域住民
- 13 -
植戸貴子
の福祉向上が図られ、地域のエンパワメントが可能になることを念頭におく必
要がある。ここでも、コミュニティ・ソーシャル・ワークのできるワーカーと
なることが望まれる。
IV. 今後の障害者ソーシャルワークの課題
(1) 利用者との対等な関係づくり
新しい社会福祉の基本的な考え方の一つは、利用者を生活の主体、福祉サー
ビスの主体としてとらえることである。サービスについての情報提供、施設や
事業所に関する情報の開示、ケース記録の共有などを通して、利用者とワーカー
が対等な関係を取り結ぶことが重要である。また、利用者は利用者自身のこと
を一番よく知っているエキスパートであり、ワーカーは利用者の生活課題の解
決を支援していくパートナーであるという自覚が必要である。
(2) 制度・政策•福祉の動向への関心とその活用
社会福祉の制度が大きく変わり、地域福祉計画も今後策定されていくと予想
される。国や行政の動きをいち早くとらえ、福祉の動向を踏まえて支援を組み
立てていくことが望まれる。措置制度の時代には、施設・事業所の独自性を考
える必要はあまりなかったが、これからは、社会の動きや地域のニーズに敏感
に対応した事業の展開が行われなければならず、ワーカーがその璽要な役割を
期待されている。
(3) 利用者のエンパワメント
今回の社会福祉基礎構造改革と利用者のエンパワメントとは、密接に関連し
ている。先に述べた、利用者とのパートナーシップを通して、福祉サービス利
用を支援し、地域で自分らしく生きていくことを応援することこれからのワー
カーの役割である。すなわち従来、障害者を「社会的弱者」として「保護・管
理・指導」の対象ととらえていたパターナリズムから、障害を持ちながらも地
域で自分らしく主体的・自律的に生きていくことを応援する利用者のエンパワ
メントヘと脱却することが求められている。また、苦情解決の仕組みや地域福
祉権利擁護事業などを利用することを通して、障害を持つ人たちが、自分たち
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の生活や権利について発言し、社会に働きかけて生活環境を改善するという活
動も、利用者のエンパワメントには欠かせない。このエンパワメントが実現す
るかどうかは、ワーカーの意識とその実践力にかかっていると言っても過言で
はない。
(4) ジェネラリスト・アプローチ
地域福祉を推進するためには、ワーカーが地域で活動することが、当然のこ
とながら不可欠である。これまでのように、施設の中でケースワークやグルー
プワークを実施しているだけでは、地域生活の支援はできない。ワーカーが地
域に出て、地域のニーズと資源を把握し、それらを結びつけネットワーク化す
る働き、資源が不十分であれば資源を開発する働き、すなわちコミュニティ・
ワークの実践が課題である。地域に人り込んで、障害を持つ人たちの相談支援
活動を展開する必要がある。ミクロの視点だけではなく、メゾ・マクロの視点
を持った、ジェネラリスト・アプローチが求められている。
(5) アドボカシー
地域福祉権利擁護事業や苦情解決の仕組みを通して、アドボカシーに携わる
ことが将来的に増えてくると考えられる。また、サービスの質を重視する社会
福祉援助においては、ワーカーが所属する施設や事業所のサービスに関して、
ワーカーが利用者を代弁しなければならない場合も出てくる。ワーカーが、ワー
カーとしての自覚と専門職倫理に基づいて、毅然とした態度でアドボカシーが
できることが望まれる。特に、知的障害などのために自己表現が難しい利用者
の人権や生活を保障する活動は、何よりもソーシャルワークの基本である。常
に利用者の立場に立った実践が最重要である。
(6) ソーシャル・アクション
先のエンパワメントやアドボカシーと関連して、ソーシャル・アクションも
これからの障害者ソーシャルワークには大切な概念である。障害を持つ人たち
に対する差別や偏見がなくならない社会において、障害を持つ人たちを取り巻
く環境の改善を目指したソーシャル・アクションは、重要な課題の一つであろ
う。障害を持つ人たちの社会参加を進めるためには、社会が変わる必要があり、
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そのためにはワーカーが積極的にソーシャル・アクションを起こしていかなけ
ればならない。
V. まとめ
本稿では、社会福祉基礎構造改革の考え方を概観し、改革が障害者ソーシャ
ルワーク、とりわけ、身体障害者や知的障害者の支援にどのような意味を持ち、
今後どのようなことが課題になるかを探ってきた。障害を持つ人を取り巻く社
会環境は、少しずつ改善してきてはいるものの、まだ多くのバリアが存在して
おり、それをひとつひとつ解消していかなければならない。社会福祉基礎構造
改革は、障害を持つ人たちの自立と社会参加の促進に寄与するものと期待され
ている。しかし一方で、改革が障害を持つ人たちの人権や生活を逆に脅かす恐
れもあると考えられている。そうならないためにも、障害を持つ人の支援に携
わるワーカーが、障害を持つ人の立場に立った支援を貫き通すことが求められ
る。改革が、真に良い改革となるかどうかは、ワーカーの働きにかかっている
と言えるであろう。
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